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鉄道会社の多角化戦略に関する分析・比較

一橋大学大学院商学研究科教授　　　山内弘隆

西武文理大学サービス経営学部助教　鎌田裕美

　わが国の私鉄は、創業時から経営の多角化を行っており、本業の鉄道事業のほか、沿線宅地開発をは

じめとする不動産事業、バス・タクシー、小売、旅行など、さまざまな分野に展開されている。また、

JR各社においても、鉄道事業以外の事業展開を積極的に行っている。たとえば、JR東日本のエキナカ

事業があげられる。

　こうした鉄道会社の多角化は、「間接的受益者の負担（開発利益の還元）」のひとつといわれ、理論的

にもその正当性が示されている 1。ただし、企業一般の多角化戦略については、「本業と関連しない分野

に進出した場合よりも、関連した事業分野への展開にとどまっていた方が収益性はより高い」という指

摘もあり、多角化する事業分野と本業との関連性は重要であるといえる 2。私鉄の多角化戦略に関する

既存研究としては、吉田（1986）、正司・killeen（1998）などがあげられる。一方、JRの多角化に関す

る研究は、ほとんど見当たらない。そのため、本研究では、私鉄および JRの多角化戦略について分析し、

比較を行う。類型化や多角化度と収益性の関係を示すことは、企業の戦略を評価するひとつの側面とし

て有用であると考える。また、鉄道会社の多角化の先例である私鉄と比較を行うことで、現在の JRの

ポジションを客観的に示し、今後の戦略への示唆を検討することが可能になると考える。

　本研究では、以上のような問題意識の下、鉄道会社の多角化戦略について分析、検討した。まず、分

析に先立ち、鉄道会社の多角化戦略について、多角化の論理について考察した。鉄道会社の多角化戦略

も、一般的な企業のそれと変わりなく、経営資源を蓄積して他分野で活用していると考えられる。また、

金銭的外部効果である開発利益の内部化も、多角化の根拠としてあげられる。

　次に、Rumelt（1974）の手法を用いて、吉田（1986）、正司・killeen（1998）、正司（2001）に倣い、

分析を行った。既存研究との相違は、次の 2点である。第一に、吉田（1986）、正司・killeen（1998）、

正司（2001）では、バス・タクシー事業を垂直的事業として分類したが、本研究では垂直的事業はイン

フラ部分である線路、鉄道を動かすための施設や技術に関する事業と解釈し、バス・タクシー事業は関

連的事業と位置付けた。第二に、Rumelt（1974）に倣い、分析対象 16 社のデータにより、本業と関連・

非関連事業の境界を導出し、表	1 のとおり戦略タイプの判定基準を設定した。既存研究では必ずしも

明示されていなかったが、本研究では実態を踏まえた分析のために設定を試みた。設定方法については、

引き続き改良を検討する。

　分析結果は、表	2 のとおりである。この結果に基づき、鉄道会社間、地域間で比較し、特徴や傾向

1  山内（2008）p.10。

2  加護野（2004）は、多角化戦略において、コア事業をもつ企業の方がもたない企業よりも業績が高い

ことを指摘し、経営資源の「選択と集中」の重要性を説いている。
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について検討した。また、本業と収益性の関係についても検討した。　　

　鉄道会社間の比較では、JRと私鉄、JR間、私鉄間で、それぞれ次のことをあげた。JRと私鉄では、

JRは本業に特化または関連の強い分野で多角化を展開しており、一方の私鉄は、関連・非関連分野に

広く展開していることが明らかになった。この違いについて、JRは私鉄と比べて営業区域が広く、そ

のほとんどが幹線であること、また新幹線を有することが起因すると考えた。また、JRは多角化を進

展させる傾向にあるのに対し、私鉄は収束傾向が見られた。この理由として、私鉄の多角化事業が見直

しの段階を迎えた可能性を述べた。JR間では、JR東海のみが専業型となったことについて、新幹線利

用者の割合が多く、他社と異なる戦略をとっている可能性を指摘した。私鉄間では、相鉄の特徴、京成

と南海の共通点をあげた。

　地域間の比較では、分析対象 16 社を首都圏、名古屋圏、大阪圏に分類、検討し、次の 2点を述べた。

第一に、名古屋圏の輸送分担率は鉄道よりも自動車のほうが大きく、そのため名古屋圏を営業区域とす

る私鉄にとって、本業を支えるために広く多角化を展開するインセンティブを持つ可能性がある。第二

に、首都圏と大阪圏では、多角化戦略は同様の傾向が見られた。しかしながら、将来の人口および生産

年齢人口の推計を見る限り大阪圏は大幅な減少が見込まれており、今後の多角化戦略に他の都市圏とは

異なる変化が見られる可能性がある。

　本業と収益性の関係については、Rumelt（1974）らの主張である「本業と関連しない分野にまで進

出した場合よりも、関連した事業分野への展開にとどまっていた方が収益性はより高い」という傾向は、

見られなかった。さらなる調査は必要であるが、考えられる理由として、私鉄が展開してきた関連事業

の成熟化をあげた。

　今後の研究課題は、次のとおりである。第一に、分析対象とする鉄道会社の拡充である。とくに、

JRは旅客 6社のうち 3社のみを対象としたため、ほかの 3社についても分析対象とすることで、JRに

おける多角化戦略の特徴や地域の特徴を導き出せる可能性がある。また、多角化戦略の分析手法につい

て、Rumelt（1974）以外にも研究は進展、蓄積されている。こうした研究についても取り入れ、分析

することは必要である。第二に、本研究の分析結果と鉄道会社の実態との整合性である。本研究では公

表データのみに基づき分析を行ったため、実態把握は十分とはいえない。本研究の結果を基に、鉄道会

社にヒアリング調査を行うことで、現実の多角化戦略との整合性を図ることができると考える。

表 1　本研究における戦略タイプと判定基準
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